
５(1) 設置者別・分野別の学生数

学士課程 は 私立が を占めるが 修士課程と博士課程 は 立がそれぞれ を占める
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社会科学

５(2) 大学（学士課程）の設置者別・分野別の学生数

設置者別 分野別の学生数を 面積で相対的に表している

人文科学

全体；901,609
設置者別・分野別の学生数を，面積で相対的に表している。
全学生数252万人のうち，多いのは社会科学90万人（うち私立80万人），

人文科学39万人（うち私立34万人），工学41万人（うち私立26万人）。

（平成20年度）人文科学

全体；394,110

私立；798,113 教育

全体；153,331

（平成20年度）

私立；341,693

国立；32，376

国立；70,608

私立；81,838

国立；70,091

公立；20,041
公立；32,888

工学

公立；1,402

理学

全体；83,298

全体；410,126

私立；256,664
保健

全体；225,974

その他

全体；276,608
農学

全体；74,671

私立；47,785
国立；138,949

私立；148,824

国立；53,735

私立；236,581

国立；25,424

私立；39,442

国立；32,444

公立；3,069

公立；14,513 公立；23,415

国立；25,424

公立；14,603

文部科学省「学校基本調査」平成20年度速報値より作成

国立；31,026

公立；4,203
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５(3)① 卒業後の就職状況（職業別）

平成元年度 計49万6,239人 平成20年度 計51万7,113人

2,505

5,212

05101520
万人 万人

6,158

3,963

0 5 10 15 20
万人

短大 学士 修士 博士
科学研究者

農林水産業・食品技術者

48,976

15,176

20 156

39,429

12,738

35 551

機械・電気・
鉱工業等技術者

建築・土木・測量技術者

情報処理技術者20,156

44,702

7,485

35,551

29,006

9,579

情報処理技術者

教員

医師，歯科医師，獣医師，
薬剤師

14,182

29,873

1,240213,911

30,536

45,523

1,830

保健医療従事者

その他専門的・
技術的職業

管理的職業従事者

72,904

9,062

150,508

98,105

24,531

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

601

10,250

579

26,626

農林漁業作業者

上記以外のもの
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５(3)② 卒業後の就職状況（職業別）（専門的・技術的職業従事者の
み）

平成元年度 計18万8,267人 平成20年度 計21万2,483人

2,505

0123456
万人 万人

6,158

0 1 2 3 4 5 6
万人

短大 学士 修士 博士
科学研究者

5,212

48,976

3,963

39,429

農林水産業・
食品技術者

機械・電気・
鉱工業等技術者

15,176 12,738

鉱工業等技術者

建築・土木・
測量技術者

20,156

44,702

35,551

29,006

情報処理技術者

教員

7,485

14,182

9,579

30,536

医師，歯科医師，
獣医師，薬剤師

保健医療従事者

29,873 45,523

保健医療従事者

その他専門的・
技術的職業
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５(4)① 卒業後の就職状況（産業別）

02468
万人

0 2 4 6 8

平成元年度 計49万6,239人 平成20年度 計51万7,113人

876

294

358

22,832

万人 万人

1,004

79

208

18,779

万人

短大 学士 修士 博士

農業/林業

漁業

鉱業/採石業/砂利採取業

建設業,

11,420

6,661

8,449

19,148

,

10,573

4,124

4,239

14,093

建設業

食料品/飲料/たばこ/飼料

繊維工業

印刷/同関連業

化学工業/石油/石炭製品

8,957

9,760

37,799

9,870

12 215

7,286
12,026

21,515

11,995

9 831

鉄鋼業/非鉄金属/金属製品

はん用/生産用/業務用機械器具

電気/情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造業12,215

3,313

4,107

11,540

77,768

9,831

2,399

46,260

13,571

77,519

その他の製造業

電気/ガス/熱供給/水道業

情報通信業

運輸業/郵便業

卸売業/小売業

61,289

4,415

769

47,475

18 757

49,158

12,252

870

39,278

59 406

金融業/保険業

不動産業，物品賃貸

法務

教育

医療/福祉18,757

81,033

33,719

3,415

59,406

73,512

19,962

7,174

医療/福祉

その他のサービス業

その他の公務

その他
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５(4)② 卒業後の就職状況（産業別）（製造業等のみ）

22 832

024
万人 万人

18 779

0 2 4
万人

平成元年度 計16万6,071人 平成20年度 計17万6,691人

建設業22,832

11,420

6,661

18,779

10,573

4,124
短大 学士 修士 博士

建設業

食料品/飲料/たばこ/飼料

繊維工業6,661

8,449

19,148

4,124

4,239

14,093

短大 学士 修士 博士
繊維 業

印刷/同関連業

化学工業/石油/石炭製品

8,957

9,760

7,286

12,026

鉄鋼業/非鉄金属/
金属製品

はん用/生産用/
業務用機械器具

37,799

9,870

21,515

11,995

電気/情報通信機械器具

輸送用機械器具

12,215

3,313

9,831

2,399

その他の製造業

電気/ガス/熱供給/水道業

4,107

11,540

46,260

13,571

情報通信業

運輸業/郵便業
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５(5)① 学士課程の進路別卒業状況

進学者

67,309

その他

死亡・

不詳

10,803

計(555,690人)
進学者

4,924
就職者

（専門

的・技
その他

死亡・

不詳

2,317

人文社会(90,679人）

進学者

7,845
就職者

（専門

的・技その他

死亡・

不詳

5,270

社会科学(206,392人)

就職者

その他

1,763

死亡・

不詳

187

理学(19,094人)

就職者

（専門

的・技

術的職

業）

就職者

（その

他）

その他

89,098

技

術的職

業）

7,468

就職者

その他

17,372
術的職

業）

18,410

就職者

（その

その他

32,937
進学者

8,117

就職者

（その

他）

4,144

業）

127,59

1

他）

260,88

9

（その

他）

58,598

（その

他）

141,93

0

（専門

的・技

術的職

業）

4,883

就職者

その他

5,462

死亡・

不詳

563

工学(95,216人)

その他

死亡・

不詳

142

農学(16,113人)

進学者

4 243

死亡・

不詳

328

保健(40,525人)
進学者

2,896

死亡・

不詳

384

教育(34,078人)

進学者

31,350

就職者

就職者

（その

他）

12,552

進学者

4,402

就職者

就職者

（その

その他

1,465

142 4,243

就職者

（専門

的・技

その他

12,390
就職者

（専門

的・技

術的職就職者

その他

6,372

（専門

的・技

術的職

業）

45,289

就職者

（専門

的・技

術的職

業）

3 747

（その

他）

6,357

的 技

術的職

業）

20,925
就職者

（その

他）

2,639

術的職

業）

13,375

就職者

（その

他）

11,051

3,747 ,

・「就職者」とは，給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。

・「その他」には，専修学校・外国の学校等入学者，一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を目的とする仕事に就いた者。例えば，アルバイト，パート等），臨床研修医（予定者

を含む），進学でも就職でもないことが明らかな者が含まれる。

・進学者であり，かつ就職をしている者については「就職者」として算出している。 36



５(5)② 修士課程の進路別卒業状況

進学者

7,722

その他

死亡・

不詳

2,158

計(73,881人)

進学者

死亡・

不詳

313

人文社会(5,134人）

進学者

849
就職者

（専門

死亡・

不詳

564

社会科学(8,181人)

進学者
就職者

その他

293

死亡・

不詳

81

理学(6,266人)

就職者

（専門

的・技

術的職

就職者

（その

他）

12 793

そ 他

8,521

進学者

1,039

就職者

（専門

その他

1,445

（専門

的・技

術的職

業）

944
就職者

その他

2,025

進学者

1,136

就職者

（専門

（その

他）

975

術的職

業）

42,687

12,793 的・技

術的職

業）

1,122

就職者

（その

他）

1,215

就職者

（その

他）

3,799

（専門

的・技

術的職

業）

3,781

進学者就職者

その他

971

死亡・

不詳

266

工学(30,641人)

進学者その他

死亡・

不詳

52

農学(4,113人)

就職者

その他

357

死亡・

不詳

144

保健(5,299人)

進学者

死亡・

不詳

145

教育(5,082人)

進学者

1,801

就職者

（専門

就職者

（その

他）

2,949

進学者

616

就職者

就職者

（その

他）

905

その他

277
52

進学者

713

就職者

（専門

就職者

（その

他）

397

358

就職者

（専門

的・技

その他

1,233

的・技

術的職

業）

24,654

就職者

（専門

的・技

術的職

業）

2,263

（専門

的・技

術的職

業）

3,688

的 技

術的職

業）

2,581

就職者

（その

他）

765

・「就職者」とは，給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。

・「その他」には，専修学校・外国の学校等入学者，一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を目的とする仕事に就いた者。例えば，アルバイト，パート等），進学でも就職でもな

いことが明らかな者が含まれる。

・進学者であり，かつ就職をしている者については「就職者」として算出している。 37



５(5)③ 博士課程の進路別卒業状況

進学者

146
死亡・

不詳

計(16,281人)
進学者

10 就職者

（専門

的 技死亡・

人文社会(1,358人）
進学者

24 就職者

（専門死亡・

社会科学(1,238人)
進学者

26

死亡・

不詳

理学(1,610人)

就職者

（専門

的・技

術的職

業

その他

4,278

不詳

1,569

的・技

術的職

業）

358

死亡

不詳

341

的・技

術的職

業）

367

その他

死亡

不詳

244
就職者

（専門
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術的職
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不詳

115

業）

9,492就職者

（その
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就職者

（その

他）

60

その他

589
就職者

（その

他）

159

その他

444
業）

898
就職者

（その

他）

88

進学者

12
死亡・

工学(3,636人)
進学者

3
死亡・

不詳

31

農学(1,065人)
進学者

49就職者

（その
死亡・

不詳

保健(5,074人)

就職者

教育(356人)

就職者

（専門

的・技

術的職

その他

885

死亡

不詳

231 就職者

（専門

的・技

術的職

その他

339

31

就職者

（専門

的・技

他）

56 その他

855

263 就職者

（専門

的・技

術的職

業）

167

その他

117

死亡・

不詳

57

術的職

業）

2,294
就職者

（その

他）

214

術的職

業）

627
就職者

（その

他）

65

的 技

術的職

業）

3,851

167

就職者

（その

他）

1515・所定の年限以上在学し所定の単位を取得したが，学位を取得せずに退学した者（いわゆる満期退学者）を含む。

・「就職者」とは，給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。

・「その他」には，専修学校・外国の学校等入学者，一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を目的とする仕事に就いた者。例えば，アルバイト，パート等），臨床研修医（予定者

を含む），進学でも就職でもないことが明らかな者が含まれる。

・進学者であり，かつ就職をしている者については「就職者」として算出している。 38



６(1) 大学院在学者数の推移

大学院の在学者数はいずれの課程でも増加 平成３年と比較して 12年には約2 1倍 20年には約2 7倍に拡大

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

修士課程 博士課程 専門職学位課程

（各年度5月1日現在）

大学院の在学者数はいずれの課程でも増加。平成３年と比較して，12年には約2.1倍，20年には約2.7倍に拡大。
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35,469
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48,448

52,141

55 646

122,360

138,752

153,423

164,350

171,547

178 901
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約2.1倍

123,255

132,118

142,830

150,797

155,267

159 481

55,646

59,007

62,481

65,525

68,245

71 363 645

178,901

191,125

205,311

216,322

223,512

231 489

10
11
12
13
14
1

約2.7倍

159,481

162,712

164,550

165,525

165,219

71,363

73,446

74,907

75,365

74,811

645

7,866

15,023

20,159

22,083

231,489

244,024

254,480

261,049
262,113

15
16
17
18
19

165,422 74,231 23,033 262,68620

文部科学省「学校基本調査」を基に作成

「修士課程」：修士課程，区分制博士課程（前期2年課程）及び5年一貫制博士課程（1,2年次）
「博士課程」：区分制博士課程（後期3年課程），医歯獣医学の博士課程及び5年一貫制博士課程（3-5年次），通信教育を行う課程を除く

39



６(2) 博士課程への入学状況（分野別・全体）

（平成19年5月現在）

入学志願者 入学定員 競争倍率 （参考）入学者

入学定員に対する志願者の割合（競争倍率）は，分野ごとに異なるものの，全体と
しておよそ 0.9となっている。

入学志願者 入学定員 競争倍率 （参考）入学者

人文 2,343 2,069 1.13 1,555

社会 2 579 2 645 0 98 1 503社会 2,579 2,645 0.98 1,503

理学 1,419 2,070 0.69 1,322

工学 3 560 5 503 0 65 3 264工学 3,560 5,503 0.65 3,264

農学 1,086 1,126 0.96 1,006

保健 6,209 6,774 0.92 5,672保健 6,209 6,774 0.92 5,672

教育 771 459 1.68 453

芸術 363 220 1.65 204芸術

家政 95 108 0.88 93

その他 2,348 2,443 0.96 1,854

文部科学省「学校基本調査」，「全国大学一覧」を基に作成

合計 20,773 23,417 0.89 16,926
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６(3) 博士課程修了者数と就職者数の推移

博士課程修了者数は年々増加してきたが，頭打ちの傾向。
修了後の就職者の割合は６割程度で推移。

14 512
15,160 15,286

15,973

16,801
16,281

80%

90%

16,000

18,000

博士課程修了者 うち就職者 就職率

10,974

12,192 12,375

13,179
13,642

14,512

66.3%
62.9%

60.9%

56.6% 56.4%
54.4%

56.4% 57.2% 57.4% 58.8%

63.2%

60%

70%

12,000

14,000

9,860

7 120 6 914
7,465 7,699 7,898

8,557 8,746
9,167

9,885
10,28858.4%

55.9%

40%

50%

8,000

10,000

6,201

4,113

6,201
6,680

7,120 6,914

20%

30%

4 000

6,000

10%

20%

2,000

4,000

0%0

H3 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

・所定の年限以上在学し所定の単位を取得したが，学位を取得せずに退学した者（いわゆる満期退学者）を含む。

・「就職者」とは，給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。 41



７(1)① 帰属収入で消費支出を賄えない学校法人の推移

大 学 法 人 短 大 法 人 合 計大 学 法 人 短 大 法 人 合 計

総 数

帰属収
入で消費
支出を賄
えない法

人数

割合 総 数

帰属収
入で消費
支出を賄
えない法

人数

割合 総 数

帰属収
入で消費
支出を賄
えない法

人数

割合

10年度 409 31 7 6% 227 66 29 1% 636 97 15 3%10年度 409 31 7.6% 227 66 29.1% 636 97 15.3%

11年度 418 37 8.9% 219 72 32.9% 637 109 17.1%

12年度 435 69 15.9% 204 81 39.7% 639 150 23.5%

13年度 456 109 23.9% 189 85 45.0% 645 194 30.1%

14年度 469 122 26 0% 178 79 44 4% 647 201 31 1%14年度 469 122 26.0% 178 79 44.4% 647 201 31.1%

15年度 482 120 24.9% 164 57 34.8% 646 177 27.4%

16年度 495 123 24.8% 155 56 36.1% 650 179 27.5%

17年度 504 138 27.4% 147 51 34.7% 651 189 29.0%

18年度 516 167 32 4% 142 65 45 8% 658 232 35 3%18年度 516 167 32.4% 142 65 45.8% 658 232 35.3%

19年度 527 182 34.5% 136 64 47.1% 663 246 37.1%

35.3%
37.1%

35%

40%300

割合法人数

帰属収入で消費支出をまかなえない法人数

割合

注：

194 201

177 179
189

232
246

17 1%

23.5%

30.1% 31.1%

27.4% 27.5%
29.0%

20%

25%

30%

35%

150

200

250

注：
・「大学法人」，「短大法人」に，通信制課程のみを設

置する法人，他省庁から経常的補助を受けている
法人などは含まない。

・「帰属収入」とは，学生生徒等納付金，寄附金，補助
金その他の学校法人の負債とならない収入であり，

97
109

15015.3%
17.1%

5%

10%

15%

20%

50

100

150

「消費支出」とは，人件費，教育研究経費，管理経
費などの学校法人の経常的支出である。0%

5%

0

H10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（日本私立学校振興・共済事業団調べ） 42



７(1)② 帰属収支差額比率の大学類型別の分布

プ

帰属収支差額比率がマイナスの割合は，地方・中小規模では５割，都市・中小規模では４割以上，地方・大規模
で２割，都市・大規模で１割となっている。

その一方，地方・中小規模大学でも半分近くがプラス，約１／４で帰属収支差額比率が１割以上となっている。

51 23 39 53 37 18地方・中小規模（221校）

帰属収支差額比率がマイナス 帰属収支差額比率がプラス

24 7 14 24 22 9都市・中小規模（100校）

1

7

1

2

9

16

31

43

59

41

18

23

都市・大規模（119校）

地方・大規模（132校）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

△20%未満 △20%以上△10%未満 △10%以上0%未満 0%以上10%未満 10%以上20%未満 20%以上

「帰属収支差額比率」は，帰属収入と消費支出の差額（帰属収支差額）の帰
属収入に対する比率であり，単年度の収入と支出の間のバランスを全体的に
把握するための指標。

・都市： 政令指定都市，東京23区
・地方： 上記以外

大学数 学生数

実数（校） 割合（％） 実数（人） 割合（％）

地方・中小規模 221 38.6 203,754 10.0 

都市・中小規模 100 17.5 92,254 4.5 

地方・大規模 132 23 1 663 960 32 6・地方： 上記以外
・大規模： 在籍学生数が2000人以上
・中小規模： 在籍学生数が2000人未満

（なお，棒グラフ中の数字は，それぞれの範囲内にある大学数を示す。

「月報私学」平成19年度8月号掲載の図表データ（東京大学 大学総合教育研究センター助教 両角亜希子） を更新

地方 大規模 132 23.1 663,960 32.6 

都市･大規模 119 20.8 1,075,644 52.8 

計 572 100.0 2,035,612 100.0 

43



７(2) 私立大学・短期大学の入学定員充足状況

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大学数 401 410 419 425 439 450 471 493 508 521 533 542 550 559 565

入学定員未充入学定員未充
足の大学

19 18 16 23 35 89 131 149 144 147 155 160 221 222 266

未充足割合 4.7% 4.4% 3.8% 5.4% 8.0% 19.8% 27.8% 30.2% 28.3% 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1%

短大数 493 491 491 493 486 469 460 449 435 416 400 383 373 365 360

入学定員未充
足の短大

18 58 86 139 181 238 267 245 209 190 164 159 194 227 243

未充足割合 3.7% 11.8% 17.5% 28.2% 37.2% 50.7% 58.0% 54.6% 48.0% 45.7% 41.0% 41.5% 52.0% 62.2% 67.5%

221 222 

266 

238 

267 

245 

209 
227 

243 
250 

300 
学校数

131 
149 144 147 

155 160 

139 

181 
190 

164 159 

194 

150 

200 入学定員未充足の大学 入学定員未充足の短大

19 18 16 23 
35 

89 

18 

58 

86 

50 

100 

0 

H6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（日本私立学校振興・共済事業団調べ）注：大学数・短大数に，学生募集停止中の学校，通信制課程・大学院だけを設置する学校は含まない。 44



７(3)① 規模別の入学定員充足率（大学）

024681012
倍

80 90 100 110 120 130

％

規模別の志願倍率 規模別の入学定員充足率

3.48 

4.01 

2.88 

3 53

0 2 4 6 8 10 12 
倍

上段：19年度

102.34 

88.56 

89.59 

81 89

80 90 100 110 120 130 

100人未満

100人以上200

人未満

3.09 

3.60 
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2.72 

3.02 

下段：20年度
91.14 
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86.84 

91.27 

人未満

200人以上300

人未満

300人以上400

人未満
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3.34 

3.04

2.90 

3.32 

100.26 

98.78 

94.68

97.10 

94.24 

400人以上500

人未満

500人以上600

人未満

600人以上8003.04 

4.83 

5.51 

3.02 

4.97 

5.08

94.68 

112.17 

109.60 

94.21 

110.31 

109.46

人以

人未満

800人以上

1000人未満

1000人以上

1500人未満

7.29 

11.50 

5.08 

7.43 

11.87 

115.71 

117.96 

109.46 

115.49 

113.83 

1500人未満

1500人以上
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７(3)② 規模別の入学定員充足率（短大）

02
倍

80 90 100

％

規模別の志願倍率 規模別の入学定員充足率

1.41 

1 18

1.37 

0 2 
倍

上段：19年度

90.23 

85 04

85.56 

80 90 100 

100人未満

100人以上1501.18 

1.30 

1 31

1.10 

1.19 

下段：20年度
85.04 

90.95 

90 51

83.00 

86.16 

100人以上150

人未満

150人以上200

人未満

200人以上2501.31 

1.45 

1 47

1.22 

1.24 

90.51 

92.67 

97 76

85.76 

86.22 

200人以上250

人未満

250人以上300

人未満

300人以上3501.47 

1.54 

1.27 

1.52 

97.76 

87.22 

88.22 

90.06 

300人以上350

人未満

350人以上400

人未満

1.70 

1.89 

1.90 

1.75 

89.19 

94.62 

93.62 

87.95 

400人以上500

人未満

500人以上
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７(4)① 地域別の入学定員充足率（大学）

％
地域別の志願倍率 地域別の入学定員充足率

3.07 

3.33 

2.88 

0 2 4 6 8 10 倍

上段：19年度

97.82 

103.84 

94.93 

80 90 100 110 120 130 

北海道

東 北

％
地域別の志願倍率 地域別の入学定員充足率

3.02 

5.81 

9.69 

3.38 

2.98 

5.64 

上段：19年度

下段：20年度 92.29 

111.53 

117.70 

101.71 

92.00 

108.89 

東 北

北関東

南関東

東 京
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3.19 
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2.26 

2.96 
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115.65 

94.28 

92.88 

東 京
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北 陸

東 海5.00 

8.61 
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4.87 

8.52 

8.09 

105.30 

112.03 

106.89 

88.74

101.66 
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東 海
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近 畿
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99.17 

中 国

四 国

九 州

北海道： 北海道 東海： 岐阜・静岡・愛知・三重

東北： 青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島 京都/大阪： 京都・大阪

北関東： 茨城・栃木・群馬 近畿： 滋賀・兵庫・奈良・和歌山

（地域区分）

南関東： 埼玉・千葉・神奈川 中国： 鳥取・島根・岡山・広島・山口

東京： 東京 四国： 徳島・香川・愛媛・高知

甲信越： 新潟・山梨・長野 九州： 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

北陸： 富山・石川・福井 47



７(4)② 地域別の入学定員充足率（短大）
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％

地域別の志願倍率 地域別の入学定員充足率
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（地域区分は，７(3)①と同じ）

48



７(5) 収容定員充足率と帰属収支差額比率（大学）

（平成19年度決算 計560校）

50
帰

B （96校, 17.1％） A （280校, 50.0％）
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日本私立学校振興・共済事業団「平成20年度版 大学経営の実例集」より

-50

C （57校, 10.2％）D （127校, 22.7％）
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７(6) 定員超過・定員割れに関する取扱いの概要

国立大学

○ 運営費交付金の取扱い

１．定員超過の場合

○ 運営費交付金の取扱い
・ 一定の定員超過率以上の学部等の学生数分の授業料収入相当額（超過授業料収入相当額）の100％を，運営費交付金債務のまま

翌事業年度に繰り越し，中期目標期間終了時に国庫納付。

年 度 定 員 超 過 率

平成20年度 130％以上平成 年度 ％以

平成21年度 120％以上

平成22年度～ 110％以上 （小規模学部は120％以上）

小規模学部： 入学定員100人以下の学部

２年次編入学者は平成21年度から，３年次編入学者は平成22年度から適用

私立大学

○ 経常費補助金の取扱い○ 経常費補助金の取扱い

(1)一定の定員超過率以上である学部等への経常費補助金を減額。

学部等の定員超過率（医・歯学部を除く）

（在籍学生数／収容定員（％））（H19年度）
105～106 107～109 110～114 115～144 145～

減額率 0％ ▲3％ ▲6％ （以下▲3％ごとに措置） ▲27％

①収容定員 ② 入学定員 （入学者数／入学定員）

(2) 表の①又は②の定員超過率にある学部等への経常費補助金を不交付。

減額率 0％ ▲3％ ▲6％ （以下▲3％ごとに措置） ▲27％

（医・歯学部については別表）

年 度

① 容 員

在籍学生数

収容定員

学部等 （医・歯学部を除く）

（経過措置）

平成20年度 １．５０倍以上 １．３０倍以上 （１．４０倍以上）

平成21年度 〃 〃 （１．３７倍以上）

平成 年度 （ 倍 上）

・ 上記のほかに一定の定員超過率である大学等の経常費補助金を不交付とする措置がある。

平成22年度 〃 〃 （１．３４倍以上）

平成23年度 〃 〃 －

（医・歯学部については別表）
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・ 「大学，大学院，短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」により，以下の要件に該当する学部等の設置は認可しない
（同一の法人が設置する大学等に全て適用）。（なお，国立大学に関する意見伺いに際しても，上記基準に準じた取扱いをしている）

○ 設置認可の取扱い
公私立大学

（同 法人が設置する大学等に全 適用）。（なお，国 大学に関する意見伺 に際 も， 記基準に準 た取扱 を る）

大学（学部） 短大 高専

チェック対象組織 学部ごと 学科ごと 学科ごと

平均入学定員超過率 １．３倍以上 １．３倍以上 １．３倍以上

対象期間 過去４年 過去２年 過去５年対象期間 年 年 年

国立大学

○ 運営費交付金の取扱い

２．定員割れの場合

※対象期間について，修業年限が６年の大学の学部に関しては過去６年，修業年限が３年の短大の学科に関しては過去３年

・ 収容定員充足率が一定率を下回った場合，運営費交付金の積算のうち学生の受入に要する経費として措置している額のうち未充足分
に相当する額を，運営費交付金債務のまま翌事業年度に繰り越し，中期目標終了時に国庫納付。

年 度 学生収容定員に対する在籍者数の割合

平成16 18年度 85％

国庫納付額 ＝（学生収容定員－在籍者数）×学生一人当たり教育費単価

学生収容定員：中期計画の別表に掲げられた収容定員

○ 運営費交付金の取扱い

平成16～18年度 85％

平成19～21年度 90％
在籍者数：学校基本調査（学生教職員等状況票：５月１日現在）による学生数

学生一人当たり教育費単価： 実収容定員が一人増加した際の所要額とし，

教育研究組織係数（運営費交付金の算定に用いる係数）に基づき算

出する。私立大学

○ 経常費補助金の取扱い○ 経常費補助 取扱

(1)  学生収容定員に対する在籍学生数が一定率を下回る学部等に対する経常費補助金を減額。

学部等

（医・歯学部を除く）

最小減額率

充足率の低下に
伴い減額率は増

加

最大減額率

収容定員充足率（％） 減額率 収容定員充足率（％） 減額率

平成19年度 88～84 ▲3％ 59未満 ▲18％

(2) 学生収容定員に対する在籍学生数の収容定員に対する割合が５０％以下である学部等に対する経常費補助金を不交付。

加
平成20年度 90～87 ▲2％ 59未満 ▲23％

平成2１年度 90～87 ▲2％ 55未満 ▲30％

（医・歯学部については別表）
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８(1) 財務関係書類の情報公開の比較
公益法人

国立大学法人 公立大学法人 学校法人
公益法人

社会福祉法人 医療法人 更生保護法人 宗教法人
一 般 公 益

根拠法 国立大学法人法
地方独立行政法人
法

私立学校法
一般社団・
一般財団法

一般社団・一般財
団法，公益認定法

社会福祉法 医療法 更生保護事業法 宗教法人法

・貸借対照表 ・貸借対照表 ・財産目録 ・貸借対照表 ・財産目録 ・事業報告書 ・事業報告書 ・事業成績書 ・財産目録

公
開

貸借対照表
・損益計算書
・利益の処分又は損失の
処理に関する書類
・キャッシュ・フロー計算書
・国立大学法人等業務実
施コスト計算書

貸借対照表
・損益計算書
・利益の処分又は
損失の処理に関す
る書類その他設立
団体の規則で定め
る書類

財産目録
・貸借対照表
・収支計算書
・事業報告書
・監査報告書

貸借対照表
・損益計算書
・事業報告書
・附属明細（一部法
人については監査
報告書等を含む）

財産目録
・貸借対照表
・損益計算書
・事業報告書
・附属明細（一部法
人は監査報告書等
を含む）

事業報告書
・財産目録
・貸借対照表
・収支計算書
・監事の意見を記
載した書類

事業報告書
・財産目録
・貸借対照表
・損益計算書
・監査報告書（一部
法人に限る）
・純資産変動計算

事業成績書
・財産目録
・貸借対照表
・収支計算書
・収益事業につい
ては損益計算書

財産目録
・収支計算書
・貸借対照表
・公益事業その他
の事業に関する書
類

公

開

開
義
務
文
書

・附属明細書
・事業報告書
・決算報告書
・監事及び会計監査人の
意見を記載した書面

（該当がある場合は連結

・附属明細書
・事業報告書
・決算報告書
・監事の意見を記
載した書面

・事業計画書
・収支予算書
・資金調達及び設
備投資の見込みを
記載した資料
・キャッシュ・フロー
計算書（ 部法人

書（同上）
・キャッシュ・フロー
計算書（同上）
・附属明細（同上）

（該当がある場合は連結
財務諸表も対象）

計算書（一部法人
に限る）

公
開
対
象

何人も可 何人も可
設置する私立学校
に在学する者その

社団：社員と
債権者
財団：評議員と債

何人も可
福祉サービスの利
用を希望する者そ

社員，評議員，債
権者（都道府県に
提出された文書は， 何人も可

信者その他の利害
関係者

象
者

他の利害関係人
財団：評議員と債
権者

の他の利害関係人 何人も都道府県で
閲覧可）

関係者

・貸借対照表
・損益計算書
・利益の処分又は損失の
処理に関する書類

・貸借対照表
・損益計算書

公告

処理に関する書類
・キャッシュ・フロー計算書
・国立大学法人等業務実
施コスト計算書
・附属明細書

（該当がある場合は連結

損益計算書
・利益の処分又は
損失の処理に関す
る書類その他設立
団体の規則で定め
る書類
・附属明細書

なし
・貸借対照表
・損益計算書（大規
模法人のみ）

・貸借対照表
・損益計算書（大規
模法人のみ）

なし なし なし なし

（該当がある場合は連結
財務諸表も対象）

※公益法人に関しては、全体の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた時はその割合）以上の議決権を有する社員（財団法人の場合は評議員）は、会計帳簿又はこれに関する資料も閲覧できる。
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８(2) 「教育振興基本計画」（平成20年７月１日閣議決定）における情
報公開に関する記載

第 章 今後 年間に総合的か 計画的に取り組むべき施策第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策

（２）施策の基本的方向

基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに，質の高い教育環境を整備
するする

③ 私立学校の教育研究を振興する

【施策】

◇ 学校法人に対する経営支援

学校法人の健全な経営を確保することを目的として，学校法人の自主的な経営改善努
力を促すため，経営相談や経営分析を通じた指導・助言などの支援を行う。また，各学
校法人が財務情報及び入学者数等の情報を積極的に公開するよう促す。校法人が財務情報及び入学者数等の情報を積極的に公開するよう促す。
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８(3) 平成20年度学校法人の財務情報等の公開状況に関する調査結果

１ 調 査 の 目 的

文部科学大臣が所轄する学校法人について財務情報等の公開状況を把握することを目的とする。

（注）本調査において以下のように規定する（注）本調査において以下のように規定する。

①「財務情報等」とは、平成19年度終了後２ヶ月以内に作成した財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報

告書及び監査報告書をいう。

②「一般公開｣とは 「利害関係人への閲覧」以外で 広く一般（受験生等を含む ）に対し 学校法人等のホー②「 般公開｣とは、「利害関係人への閲覧」以外で、広く 般（受験生等を含む。）に対し、学校法人等のホ

ムページへの掲載、広報誌等の刊行物（パンフレット類を含む。）への掲載等の方法により、財務情報等を

公開することをいう。

２ 調 査 の 範 囲２ 調 査 の 範 囲

（１）調査の状況

・大学を設置している学校法人（放送大学学園を除く）（以下「大学法人」）

… ５３７法人５３７法人

・大学法人以外で短期大学又は高等専門学校を設置している学校法人（以下「短大法人等」）

… １２８法人

・合計 … ６６５法人合計 ６６５法人

（２）回答の状況

・回答した学校法人 … ６６５法人（１００％）

３ 調 査 の 時 点３ 調 査 の 時 点

平成２０年１０月１日現在
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８(3)① 一般公開の状況と方法

大学法人 短大法人等 合 計
73.7%

69 4% 68 7%

80%
（複数回答）

全法人数

平成２０年度 537 128 665

平成１９年度 530 138 668

64.5%

69.4% 68.7%
65.5%

59 7%

56.4%60%

70%

平成１９年度 530 138 668

財務情報等
の一般公開を
行っている法
人

平成２０年度 500 (93.1%) 96 (75.0%) 596 (89.6%)

平成１９年度 489 (92 3%) 108 (78 3%) 597 (89 4%) 35 2%

48.6%

59.7%

40%

50%

学校法人のホームページ

に掲載人 平成１９年度 489 (92.3%) 108 (78.3%) 597 (89.4%)

公

学校法人のホーム
ページに掲載

427 (79.5%) 63 (49.2%) 490 (73.7%) 24.8%

35.2%

30%

に掲載

広報誌等の刊行物に掲

載

学内掲示板等に掲示

公
開
方
法

広報誌等の刊行物に
掲載

329 (61.3%) 46 (35.9%) 375 (56.4%)

学内掲示板等に掲示 81 (15.1%) 27 (21.1%) 108 (16.2%)

21.5% 20.5%

13.1%

19.0%
16.2%

10%

20%

0%

H16 17 18 19 20注：単位は法人数。（ ）内の数値は，全法人に対する割合
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８(3)② 一般公開の内容（ホームページ・広報誌等の刊行物について）

79 8%
82.5%

80 2%

83.6%
90%

区分 大学法人 短大法人等 合 計

全法人数 537 128 665

（複数回答）

62 3%
68.6%73.6%

78.2% 78.0%

81.4%
79.8% 80.2%

64.4%

71.6%

70%

80%
財産目録またはその概要 396 (73.7%) 60 (46.9%) 456 (68.6%)

うち学校法人のホームページに掲
載しているもの

378 (70.4%) 54 (42.2%) 432 (65.0%)

うち広報誌等の刊行物に掲載して
いるもの

78 (14.5%) 14 (10.9%) 92 (13.8%)

62.3%

48.5%

60.0%

67.1%

50%

60%

財産目録またはそ

いるもの

貸借対照表またはその概要 464 (86.4%) 77 (60.2%) 541 (81.4%)

うち学校法人のホームページに掲
載しているもの

422 (78.6%) 61 (47.7%) 483 (72.6%)

うち広報誌等の刊行物に掲載して
るも

300 (55 9%) 40 (31 3%) 340 (51 1%)

42.9%

30.5%
41.1%

40%

5 % 財産目録またはそ

の概要

貸借対照表または

その概要

収支計算書または

その概要

いるもの
300 (55.9%) 40 (31.3%) 340 (51.1%)

収支計算書またはその概要 474 (88.3%) 82 (64.1%) 556 (83.6%)

うち学校法人のホームページに掲
載しているもの

424 (79.0%) 62 (48.4%) 486 (73.1%)

うち広報誌等の刊行物に掲載して

18.7%
20%

30%
その概要

事業報告書または

その概要

監事の監査報告書

うち広報誌等の刊行物に掲載して
いるもの

324 (60.3%) 45 (35.2%) 369 (55.5%)

事業報告書またはその概要 406 (75.6%) 70 (54.7%) 476 (71.6%)

うち学校法人のホームページに掲
載しているもの

381 (70.9%) 57 (44.5%) 438 (65.9%)

15.5%

0%

10%
うち広報誌等の刊行物に掲載して
いるもの

111 (20.7%) 25 (19.5%) 136 (20.5%)

監事の監査報告書 387 (72.1%) 59 (46.1%) 446 (67.1%)

うち学校法人のホームページに掲
載しているもの

369 (68.7%) 53 (41.4%) 422 (63.5%)

H17 18 19 20

注：単位は法人数。（ ）内の数値は，全法人に対する割合

載しているもの
うち広報誌等の刊行物に掲載して
いるもの

57 (10.6%) 10 (7.8%) 67 (10.1%)
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８(3)③ 私立学校法第47条に基づいて作成する「事業報告書」の記載内容
（平成20年度・複数回答）

大学法人 短大法人等 合 計

全法人数 537 128 665

設置する学校・学部・学科等 513 (95.5%) 120 (93.8%) 633 (95.2%)

法

設置する学校・学部・学科等の入学定員 452 (84.2%) 107 (83.6%) 559 (84.1%)

設置する学校・学部・学科等の収容定員 403 (75.0%) 92 (71.9%) 495 (74.4%)

設置する学校・学部・学科等の入学者数 317 (59.0%) 85 (66.4%) 402 (60.5%)
人
の
概
要

設置する学校・学部・学科等の在籍者数 497 (92.6%) 123 (96.1%) 620 (93.2%)

理事・評議員・監事 479 (89.2%) 105 (82.0%) 584 (87.8%)

教職員 495 (92.2%) 118 (92.2%) 613 (92.2%)

建学の理念・教育目標 274 (51.0%) 58 (45.3%) 332 (49.9%)

法人の沿革 307 (57.2%) 52 (40.6%) 359 (54.0%)

当該年度の事業の概要、主な事業の目的・計画，計画の進捗状況 529 (98.5%) 115 (89.8%) 644 (96.8%)

事
業
の
概
要

入学志願者数、受験者数、合格者数等の入学試験に関する状況 224 (41.7%) 54 (42.2%) 278 (41.8%)

卒業者数、修了者数、学位授与数等の状況 144 (26.8%) 34 (26.6%) 178 (26.8%)

学生の就職・進学の状況 216 (40.2%) 53 (41.4%) 269 (40.5%)要

今後の課題 163 (30.4%) 32 (25.0%) 195 (29.3%)

財
務

財務の概要を経年比較した内容 379 (70.6%) 84 (65.6%) 463 (69.6%)

当該年度の決算の概要 435 (81.0%) 88 (68.8%) 523 (78.6%)

注：単位は法人数。（ ）内の数値は，全法人に対する割合

の
概
要

算

主な財務比率 296 (55.1%) 47 (36.7%) 343 (51.6%)

主な施設設備の整備状況 218 (40.6%) 46 (35.9%) 264 (39.7%)
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８(3)④ 情報公開に当たっての工夫

大学法人 短大法人等 合 計

（平成20年度・複数回答）

全法人数 537 128 665

一般公開に当たって財務情報を分かりやすく説
明するための資料を作成している法人

350 (65.2%) 54 (42.2%) 404 (60.8%)
明するための資料を作成している法人

財務状況を全般的に説明する資料 293 (54.6%) 39 (30.5%) 332 (49.9%)

資

各科目の平易な説明する資料 132 (24.6%) 13 (10.2%) 145 (21.8%)

経年推移の状況が分かる資料 228 (42 5%) 31 (24 2%) 259 (38 9%)資
料
の
内
容

経年推移の状況が分かる資料 228 (42.5%) 31 (24.2%) 259 (38.9%)

財務比率等を活用して財務分析をしている
資料

185 (34.5%) 22 (17.2%) 207 (31.1%)

グラフや図表を活用した資料 190 (35.4%) 18 (14.1%) 208 (31.3%)

学校会計 特徴や企業会計と 違 等を学校会計の特徴や企業会計との違い等を
説明している資料

69 (12.8%) 7 (5.5%) 76 (11.4%)

注：単位は法人数。（ ）内の数値は，全法人に対する割合 58



８(4) 大学における情報の積極的な提供に関する取組
ホームページの具体的な掲載内容（平成19年度）

742
717 711

680

641
638 645

612

679

727

594

700

800
校 私立

公立

国立

ホ ム ジの具体的な掲載内容（平成 年度）

579 555 555
530

488 483 497
524

568
459

416

500

406
421

377

477
492

400

500

600 国立

192

530

331
288

385

488

281

197

483 497

298

187

459

229
249

213

327

221

452

341303
306 301

345
377

311
328

200

300

400

87 87 76 87 87 85 83 87 87 84 71 87 83 83 80 87 78 87 77 86 87 83 79 84
28 27

86

76 75
35

69 63 43 45 28
66

41
38

68 65 40 34
66

38 41
21

69 72 67
28
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7 4
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50 52

85 83
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